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第４次 第５次

1,522,691 1,522,691 2,161,785 2,161,785

1 総

障害者保健
福祉計画に
係る見直し
事務

障害者の施策を総合
的、計画的に推進し
福祉の増進を図る。

障害者
政
策

障害者保健
福祉計画の
策定

499
目標とした期限まで
に事務を行い、成果
が出ている。

Ａ 686 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

1

障害者保健
福祉計画に
係る見直し
事務

障害者保健福
祉計画推進委
員会の開催

開催回数 年７回 年７回 499
障害者保健福
祉計画推進委
員会の開催

開催回数 年２回 686 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

1

障害者保健
福祉計画に
係る見直し
事務

障害者保健福
祉計画推進委
員会の計画進
行状況調査

庁内調整会議
の開催回数

年２回 年１回

障害者保健福
祉計画推進委
員会の計画進
行状況調査

庁内調整会議
の開催回数

年２回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

1

障害者保健
福祉計画に
係る見直し
事務

障害者保健福
祉関係シンポ
ジウムの開催

開催回数 年１回 年０回 0

2 総
障害者表彰
に係る事務

障害者の表彰のため
表彰対
象者

政
策

38
継続して表彰をする
ことにより、成果が
出ている。

Ａ 55 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

2
障害者表彰
に係る事務

審査会の開催
表彰対象者の
選考回数

年１回 年１回 35 審査会の開催
表彰対象者の
選考回数

年１回 35
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

2
障害者表彰
に係る事務

賞状の筆耕に
係る事務

賞状の作成枚
数

年６枚 年１枚 3
賞状の筆耕に
係る事務

賞状の作成枚
数

年６枚 20
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

2
障害者表彰
に係る事務

対象者の調査
及び推薦

調査及び推薦
の時期

平成20
年７月

平成20
年７月

対象者の調査
及び推薦

調査及び推薦
の時期

平成2１
年７月

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

3 総
福祉タク
シー券印刷
に係る事務

福祉タクシー券印刷
対象障
害者

政
策

683
目標とした期限まで
に事務を行い、成果
が出ている。

Ａ 787 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

3
福祉タク
シー券印刷
に係る事務

福祉タクシー
券の印刷

印刷冊数
年2500
冊

年2500
冊

683
福祉タクシー
券の印刷

印刷冊数
年2500
冊

787
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

701 総

自立支援法
制度改正パ
ンフレット
の作成

自立支援法の制度改
正を対象者に周知す
る

対象者
義
務

0
県からのパンフレッ
トで対応することが
できた

Ｚ

701

自立支援法
制度改正パ
ンフレット
の作成

自立支援法広
報用パンフ
レットの作成

作成枚数 ５００枚 作成なし 0

4 総
車椅子貸出
事業

車椅子の貸出
利用希
望者

政
策

30

修理し車椅子を必要
台数確保することに
より市民のニーズを
満たしている。

Ａ 50 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

4
車椅子貸出
事業

貸出用車椅子
の修理

修理が必要な
車椅子の台数

５台 ７台 30
貸出用車椅子
の修理

修理が必要な
車椅子の台数

５台 50
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

4
車椅子貸出
事業

車椅子貸出事
業

貸出台数 年５０台 可
必
要

不
可

不
可

無 なし
臨時職員又は非常勤
嘱託職員の活用

予算
なし

5 総

身体障害者
更生医療診
療報酬手数
料の支払事
務

障害の除去や障害程
度の軽減

対象者
義
務

27
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 30
現状維

持
なし 維持

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

障害福祉課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

障害福祉課

事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況
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事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

障害福祉課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

障害福祉課

事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

5

身体障害者
更生医療診
療報酬手数
料の支払事
務

身体障害者更
生医療診療報
酬手数料の支
払

支払件数 年２４件 年２４件 27

身体障害者更
生医療診療報
酬手数料の支
払

支払件数 年２４件 30
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

6 総

療養介護診
療報酬手数
料の支払事
務

療養介護診療報酬事
務手数料の支払

対象者
義
務

3
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 3
現状維

持
なし 維持

6

療養介護診
療報酬手数
料の支払事
務

支給決定及び
費用の支払

支払回数 年１２回 年１２回 3
支給決定及び
費用の支払

支払回数 年１２回 3
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

7 総

支援費及び
自立支援給
付（国保
連）に係る
事務

支援費等の支払い総
合システム

対象者
内
部

2,538
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 2,333
現状維

持
なし 維持

7

支援費及び
自立支援給
付（国保
連）に係る
事務

国保連への手
数料の支払

支払回数 年１２回 年１２回 2,538
国保連への手
数料の支払

支払回数 年１２回 2,333
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

7

支援費及び
自立支援給
付（国保
連）に係る
事務

国保連への手
数料の支払い
に関する書類
整理、入力

入力回数 年１２回 可
必
要

不
可

不
可

無 なし
臨時職員又は非常勤
嘱託職員の活用

維持

8 総

福祉総合シ
ステム（さ
さえ）に係
る事務

障害者情報の管理 障害者
内
部

8,475

期日までに改修が終
わり、また、適切な
事務を行っており、
成果が出ている。

Ａ 13,906
現状維

持
なし 維持

8

福祉総合シ
ステム（さ
さえ）に係
る事務

システム改修
に要する委託
料の支払

支払回数 年１回 年１回 5,040
システム改修
に要する委託
料の支払

支払回数 年１回 1,829
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

8

福祉総合シ
ステム（さ
さえ）に係
る事務

使用料及び賃
借料の支払

支払回数 月１回 月１回 3,435
使用料及び賃
借料の支払

支払回数 月１回 12,077
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

9 総

請求内容
チェックシ
ステムに係
る事務

介護給付等請求内容
のチェック

障害者
内
部

315
現状維

持
なし 維持

9

請求内容
チェックシ
ステムに係
る事務

使用料及び賃
借料の支払

支払回数 月１回 315
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

10 総

県障害児
（者）ケー
スワーカー
連絡協議会
に係る事務

障害児（者）に関す
る連絡会議

障害児
（者）

義
務

市民ニーズはあり、
制度の積極的な周知
により今後は成果が
見込める

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

10

県障害児
（者）ケー
スワーカー
連絡協議会
に係る事務

協議会への参
加

参加回数 年２回 年２回
協議会への参
加

参加回数 年２回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

11 総
県雇用開発
協会負担金
に係る事務

身体障害者の雇用開
発、促進、啓発、相
談等

対象者
政
策

40
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 40 1
障害者の就労
支援の充実

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

11
県雇用開発
協会負担金
に係る事務

会議への参加
及び負担金の
支払

会議参加回数 年１回 年１回 40
会議への参加
及び負担金の
支払

会議参加回数 年１回 40 1
障害者の就労
支援の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

12 総

県障害者ス
ポーツ振興
協議会負担
金に係る事
務

障害者の社会参加支
援

対象者
政
策

40
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 40 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持
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事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

障害福祉課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

障害福祉課

事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

12

県障害者ス
ポーツ振興
協議会負担
金に係る事
務

負担金の支払 支払回数 年１回 年１回 40 負担金の支払 支払回数 年１回 40
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

702 総

障害者自立
支援対策臨
時特例交付
金事業

障害者自立支援対策
視覚障
害者

義
務

711
ニーズに答えて予定
を達成できた Ａ

702

障害者自立
支援対策臨
時特例交付
金事業

障害者の自立
生活支援

活字文書読み
上げ装置、点
字・点図プリ
ンター購入

４台 ２台 711

13 総

特別障害者
手当（国手
当）に係る
事務

重度障害者の支援、
特別障害手当（国手
当）の支給のための
事前事務

重度障
害者

義
務

138
目標とした期限まで
に事務を行い、成果
が出ている。

Ａ 138
現状維

持
なし 維持

13

特別障害者
手当（国手
当）に係る
事務

手当の支給の
ための審査会
事務

審査会開催回
数

年１８回 年１１回 138
手当の支給の
ための審査会
事務

審査会開催回
数

年１２回 138
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

14 総

障害者（自
立更生）表
彰に係る事
務

障害者（自立更生）
表彰

対象者
義
務

4
継続して表彰をする
ことにより、成果が
出ている。

Ａ 17
現状維

持
なし 維持

14

障害者（自
立更生）表
彰に係る事
務

表彰式の開催 開催回数 年１回 年１回 4 表彰式の開催 開催回数 年１回 17
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

14

障害者（自
立更生）表
彰に係る事
務

対象者の調査
及び推薦

推薦対象者数 年６人 年１人
対象者の調査
及び推薦

推薦対象者数 年４人
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

15 総

全国スポー
ツ大会参加
報償に係る
事務

障害者のスポーツ育
成と健康の増進

対象者
政
策

0
２０年度は全国大会
に参加する障害者が
いなかった。

Ｚ 10 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

15

全国スポー
ツ大会参加
報償に係る
事務

報償の支払 対象者数 年４人
対象者な
し

0 報償費の支払 対象者数 年２人 10
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

16 総
手話指導者
等講習会の
開催

障害者支援者の養成 対象者
政
策

40
開催により成果がで
た Ａ 40 未 高 高 高

現状維
持

なし 維持

16
手話指導者
等講習会の
開催

研修会の開催 開催回数 年２回 年３回 40 研修会の開催 開催回数 年２回 40
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

17 総
レクリエー
ション事業
に係る事務

障害者のスポーツ育
成と健康の増進

障害者
政
策

423
適切に事務を行い成
果がでている Ａ 509 未 高 高 高

現状維
持

なし 維持

17
レクリエー
ション事業
に係る事務

参加者への昼
食支給

支給回数 年５回 年５回 98
参加者への昼
食支給

支給回数 年５回 140
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

17
レクリエー
ション事業
に係る事務

参加者のため
のバスの借り
上げ

バスの借り上
げ回数

年５回 年５回 325
参加者のため
のバスの借り
上げ

バスの借り上
げ回数

年５回 369
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

18 総
手話通訳者
等派遣事業

障害者の日常生活支
援

聴覚障
害者

義
務

46
安心して活動ができ
た Ａ 46

現状維
持

なし 維持
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③
成
果
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改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
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費
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事
業
№

総
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事務事業名
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事務事業の
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対
象
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顧
客
）

事
業
区
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活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

18
手話通訳者
等派遣事業

手話通訳者等
の派遣時の損
害保険契約の
保険料支払

支払時期
平成２０
年６月

平成２０
年６月

46

手話通訳者等
の派遣時の損
害保険契約の
保険料支払

支払時期
平成２1
年６月

46
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

19 総

手話通訳
者・要約筆
記者市外派
遣事業

聴覚障害者等のコ
ミュニケーション支
援事業

必要と
する者

政
策

3
適切に事務を行い成
果がでている Ａ 8 未 高 高 高

現状維
持

なし 維持

19

手話通訳
者・要約筆
記者市外派
遣事業

手話通訳者・
要約筆記者の
市外への派遣

交通費の支給
回数

年５回 年１回 3
手話通訳者・
要約筆記者の
市外への派遣

交通費の支給
回数

年４回 8
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

20 総

手話通訳
者・要約筆
記者派遣委
託

障害者の日常生活支
援

障害者
政
策

90 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

20

手話通訳
者・要約筆
記者派遣委
託

手話通訳者・
要約筆記者の
派遣委託

派遣回数 年１０回 90
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

21 総
手話講習会
等の開催

手話通訳者、要約筆
記者の養成

一般
政
策

428
目標とした期限まで
に事務を行い成果が
でている。

Ａ 428 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

21
手話講習会
等の開催

手話講習会の
開催
（委託）

開催回数 年２０回 年２０回 260
手話講習会の
開催
（委託）

開催回数 年２０回 260
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

21
手話講習会
等の開催

要約筆記講習
会の開催
（委託）

開催回数 年１０回 年８回 168
要約筆記講習
会の開催
（委託）

開催回数 年１０回 168
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

22 総
地域就労セ
ンター事業

障害者の就労援助 障害者
政
策

就労支援の
充実

4,658
目標とした期限まで
に事務を行い成果が
でている。

Ａ 4,658 1
障害者の就労
支援の充実

未 高 高 高 拡大 有り
増
や
す

22
地域就労セ
ンター事業

負担金の支払 支払回数 年１回 年１回 4,658 負担金の支払 支払回数 年１回 4,658 1
障害者の就労
支援の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 22
二市一町の担当課で
検討し事業の機能強
化を図る。

増
や
す

22
地域就労セ
ンター事業

障害者の就労
支援に関する
会議等の開催

開催回数 年１回 年２回
障害者の就労
支援に関する
会議等の開催

開催回数 年１回 1
障害者の就労
支援の充実

不
可

必
要

済 済 無 有り 22
関係機関とのネット
ワークを活用し効率
的に実施する。

予算
なし

23 総

特別障害者
手当等（国
手当）に係
る事務

重度障害者の支援、
特別障害手当（国手
当）の支給

支給対
象者

義
務

62,391
適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る

Ａ 67,288
現状維

持
なし 維持

23

特別障害者
手当等（国
手当）に係
る事務

重度障害者の
支援、特別障
害手当（国手
当）の支給の
受付等

支給件数
３２４０
件

２４９０
件

62,391

在宅重度障害
者支援の為、
特別障害手当
等（国手当）
を支給

支給件数
３２２０
件

67,288
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

24 総

重度障害者
福祉手当
（市手当）
に係る事務

重度障害者の支援、
特別障害手当（市手
当）の支給

支給対
象者

政
策

108,095
適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る

Ａ 111,616 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

24

重度障害者
福祉手当
（市手当）
に係る事務

重度障害者の
支援、福祉手
当（市手当）
の支給の受付
等

支給件数
50000
件

49588
件

108,095

在宅重度障害
者支援の為、
福祉手当（市
手当）を支給

支給件数
51200
件

111,616
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

25 総

障害者地域
作業所通所
者負担金に
係る事務

市外の通所作業所へ
通所する重度障害者
の負担金を当該市町
村へ支払う

他市町
村

政
策

4,798
適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る

Ａ 3,377 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持
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25

障害者地域
作業所通所
者負担金に
係る事務

負担金の支払 支払回数 年１回 年１回 4,798 負担金の支払 支払回数 年１回 3,377
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

26 総

精神障害者
地域作業指
導事業費の
寒川負担分
に係る事務

市外の精神障害者地
域作業所へ通所する
精神障害者障害者の
負担金を当該市町村
へ支払う

他市町
村

政
策

2,296
適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る

Ａ 2,582 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

26

精神障害者
地域作業指
導事業費の
寒川負担分
に係る事務

負担金の支払 支払回数 年１回 年１回 2,296 負担金の支払 支払回数 年１回 2,582
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

27 総
障害者地域
作業所指導
事業

障害者地域作業所運
営費用の助成

地域作
業所

政
策

140,952
適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る

Ａ 102,064 6
地域作業所へ
の支援

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

27
障害者地域
作業所指導
事業

障害者地域作
業所の運営費
用の助成

申請受領、審
査、補助金支
払及び精算の
回数

年２回 年２回 132,690
障害者地域作
業所の運営費
用の助成

申請受領、審
査、補助金支
払及び精算の
回数

年２回 86,064 6
地域作業所へ
の支援

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

27
障害者地域
作業所指導
事業

法定事業所に
移行する作業
所の助成

対象作業所数 ９作業所 ５作業所 8,262
法定事業所に
移行する作業
所の助成

対象作業所数 ８作業所 16,000 6
地域作業所へ
の支援

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

703 総

障害者小規
模通所授産
施設運営助
成事業

障害者小規模通所授
産施設の運営助成

小規模
授産施

設

政
策

5,000
適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る

Ａ

703

障害者小規
模通所授産
施設運営助
成事業

障害者小規模
通所授産施設
運営費用の助
成

申請受領、審
査、補助金支
払及び精算の
回数

年２回 年２回 5,000

28 総

障害者福祉
的就労協力
事業所奨励
事業

障害者就労協力事業
所への奨励

就労協
力事業

所

政
策

就労支援の
充実

1,080
適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る

Ａ 1,800 1
障害者の就労
支援の充実

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

28

障害者福祉
的就労協力
事業所奨励
事業

障害者就労協
力事業所への
奨励金の支払

申請受領、審
査、奨励金支
払及び精算の
回数

年４回 年４回 1,080
障害者就労協
力事業所への
奨励金の支払

申請受領、審
査、奨励金支
払及び精算の
回数

年４回 1,800 1
障害者の就労
支援の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

29 総
心身障害児
通園施設の
運営

心身障害児通園施設
の運営・管理

心身障
害児

政
策

障害児支援
の充実

118,834
適切な指定管理を行
い成果が出ている。 Ａ 151,198 3

療育体制の整
備

未 高 高 高 拡大 なし 23

障害者自立支援法及
び児童福祉法の見直
しや障害者計画にも
とづいて障害児施設
を整備していく。

増
や
す

29
心身障害児
通園施設の
運営

運営・管理に
係る協定及び
指定管理料

契約及び委託
料支払時期

平成２０
年４月及
び１０月

平成２０
年４月及
び１０月

116,219
運営・管理に
係る協定及び
指定管理料

契約及び委託
料支払時期

平成２１
年４月及
び１０月

144,095 3
療育体制の整
備

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

29
心身障害児
通園施設の
運営

運営に係る協
議及び連絡

協議等の回数 月１回 月１回
運営に係る協
議及び連絡

協議等の回数 月１回 3
療育体制の整
備

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

29
心身障害児
通園施設の
運営

入園・退園に
係る事務

入園・退園の
事務処理件数

年５０件 年８１件
入園・退園に
係る事務

入園・退園の
事務処理件数

年５０件 3
療育体制の整
備

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

29
心身障害児
通園施設の
運営

サービス料金
の徴収事務

徴収回数 年１２回 年１２回
サービス料金
の徴収事務

徴収回数 年１２回 3
療育体制の整
備

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

29
心身障害児
通園施設の
運営

小規模施設修
繕

修繕箇所数 ３箇所 ２箇所 148
小規模施設修
繕

修繕箇所数 ３箇所 300 3
療育体制の整
備

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持
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29
心身障害児
通園施設の
運営

整備工事 工事箇所 ２箇所 ２箇所 2,467 整備工事 工事箇所 １箇所 6,773 3
療育体制の整
備

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
減
ら
す

29
心身障害児
通園施設の
運営

指定管理者選
定等委員会開
催

開催回数 ３回 30 3
療育体制の整
備

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
減
ら
す

29
心身障害児
通園施設の
運営

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
（月１
回）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

29
心身障害児
通園施設の
運営

指定管理業務
モニタリング
（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

29
心身障害児
通園施設の
運営

指定管理業務
モニタリング
（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

29
心身障害児
通園施設の
運営

指定管理業務
モニタリング
（実施調査）

導入施設への
実施調査回数

１施設×
年２回

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

30 総

障害者ふれ
あい活動
ホームの運
営

障害者ふれあい活動
ホームの運営・管理

活動
ホーム
利用者

政
策

障害者ふれ
あい活動
ホーム運営
形態の見直
し

98,468
適切な指定管理を行
い成果が出ている。 Ａ 109,688 4

社会福祉事業
団への支援

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

30

障害者ふれ
あい活動
ホームの運
営

運営・管理に
係る協定及び
指定管理料

契約及び委託
料支払時期

平成２０
年４月及
び１０月

平成２０
年４月及
び１０月

89,206
運営・管理に
係る協定及び
指定管理料

契約及び委託
料支払時期

平成２１
年４月及
び１０月

109,158 4
社会福祉事業
団への支援

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

30

障害者ふれ
あい活動
ホームの運
営

運営に係る協
議及び連絡

協議等の回数 月１回 月１回
運営に係る協
議及び連絡

協議等の回数 月１回 4
社会福祉事業
団への支援

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

30

障害者ふれ
あい活動
ホームの運
営

入所に係る事
務

入所の事務処
理件数

５件 １４件
入所に係る事
務

入所の事務処
理件数

５件 4
社会福祉事業
団への支援

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

30

障害者ふれ
あい活動
ホームの運
営

サービス料金
の徴収事務

徴収回数 年１２回 年１２回
サービス料金
の徴収事務

徴収回数 年１２回 4
社会福祉事業
団への支援

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

30

障害者ふれ
あい活動
ホームの運
営

小規模施設修
繕

修繕箇所数 ５箇所 ５箇所 862
小規模施設修
繕

修繕箇所数 ５箇所 500 4
社会福祉事業
団への支援

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

30

障害者ふれ
あい活動
ホームの運
営

整備工事 工事箇所 ２箇所 ３箇所 8,400

30

障害者ふれ
あい活動
ホームの運
営

指定管理者選
定等委員会開
催

開催回数 ３回 30 4
社会福祉事業
団への支援

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
減
ら
す

30

障害者ふれ
あい活動
ホームの運
営

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
（月１
回）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

30

障害者ふれ
あい活動
ホームの運
営

指定管理業務
モニタリング
（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

障害福祉課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無
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予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

障害福祉課

事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

30

障害者ふれ
あい活動
ホームの運
営

指定管理業務
モニタリング
（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

30

障害者ふれ
あい活動
ホームの運
営

指定管理業務
モニタリング
（実施調査）

導入施設への
実施調査回数

１施設×
年２回

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

31 総
障害認定審
査事業

障害福祉サービスを
受けるための障害程
度区分認定審査

障害者
義
務

2,852
目標とした期限まで
に事務を行い成果が
あがっている。

Ａ 3,321
現状維

持
なし 維持

31
障害認定審
査事業

審査会の開催
（報酬支払）

開催回数 年３６回 年２４回 2,068
審査会の開催
（報酬支払）

開催回数 年３６回 3,132
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

31
障害認定審
査事業

研修会の受講 受講回数 年１回 年２回 0 研修会の受講 受講回数 年１回 21
不
可

必
要

不
可

不
可

有 なし 21

審査会委員に対し、
審査会前後の時間を
活用し、障害福祉に
関する 新情報の提
供を適宜実施する。

維持

31
障害認定審
査事業

資料の作成 作成回数 年３６回 年２４回 5 資料の作成 作成回数 年３６回 20
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

31
障害認定審
査事業

資料の事前送
付

送付通数
１２００
通

１２０通 695
資料の事前送
付

送付通数 ２００通 78 可
必
要

不
可

不
可

無 なし
臨時職員又は非常勤
嘱託職員の活用

維持

31
障害認定審
査事業

封筒の印刷 印刷枚数
４２００
枚

４２００
枚

84 封筒の印刷 印刷枚数
１５００
枚

70
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

32 総
障害認定調
査事業

障害福祉サービスを
受けるための障害程
度区分認定調査

障害者
義
務

911
目標とした期限まで
に事務を行い成果が
あがっている。

Ａ 2,830 7
在宅障害者支
援の充実

現状維
持

なし 維持

32
障害認定調
査事業

資料の作成 作成件数
年４０２
件

年４００
件

749 資料の作成 作成件数
年３５０
件

2,015 7
在宅障害者支
援の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

32
障害認定調
査事業

医師の意見書
の郵送

郵送件数
年５００
件

年２００
件

36
医師の意見書
の郵送

郵送件数
年４２０
件

38 7
在宅障害者支
援の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

32
障害認定調
査事業

認定調査委託
料

委託件数
年１８０
件

年３０件 126
認定調査委託
料

委託件数
年１８５
件

777 7
在宅障害者支
援の充実

可
必
要

済
不
可

有 なし 再任用の活用 維持

33 総

自立支援給
付費（介護
給付費）に
係る事務

自立支援法の規定に
要介護給付に関する
支給決定

障害者
義
務

450,081
適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る

Ａ 797,388 7
在宅障害者支
援の充実

現状維
持

なし 維持

33

自立支援給
付費（介護
給付費）に
係る事務

居宅介護に関
する支給決定

対象件数
年2000
件

年2117
件

113,568
居宅介護に関
する支給決定

対象件数
年2400
件

132,000 7
在宅障害者支
援の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

33

自立支援給
付費（介護
給付費）に
係る事務

短期入所に関
する支給決定

対象件数
年６００
件

年４７４
件

22,523
短期入所に関
する支給決定

対象件数
年４８０
件

24,480 7
在宅障害者支
援の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

33

自立支援給
付費（介護
給付費）に
係る事務

生活介護に関
する支給決定

対象件数 年500件
年1010
件

154,140
生活介護に関
する支給決定

対象件数
年2280
件

410,400 7
在宅障害者支
援の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持
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33

自立支援給
付費（介護
給付費）に
係る事務

生活介護・重
心通所に関す
る支給決定

対象件数 年４８件 年３４件 2,114
生活介護・重
心通所に関す
る支給決定

対象件数 年４８件 3,408 7
在宅障害者支
援の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

33

自立支援給
付費（介護
給付費）に
係る事務

児童デイサー
ビスに関する
支給決定

対象件数
年７９０
件

年５５７
件

21,342
児童デイサー
ビスに関する
支給決定

対象件数
年４８０
件

19,200 7
在宅障害者支
援の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

33

自立支援給
付費（介護
給付費）に
係る事務

療養介護に関
する支給決定

対象件数 年４８件 年３６件 8,529
療養介護に関
する支給決定

対象件数 年３６件 10,800 7
在宅障害者支
援の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

33

自立支援給
付費（介護
給付費）に
係る事務

共同生活介護
に関する支給
決定

対象件数
年1900
件

年852件 98,317
共同生活介護
に関する支給
決定

対象件数 年900件 104,700 7
在宅障害者支
援の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

33

自立支援給
付費（介護
給付費）に
係る事務

施設入所支援
に関する支給
決定

対象件数
年5514
件

年474件 29,495
施設入所支援
に関する支給
決定

対象件数
年1320
件

92,400 7
在宅障害者支
援の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

33

自立支援給
付費（介護
給付費）に
係る事務

行動援護に関
する支給決定

対象件数 年２４件 年１件 53
行動援護に関
する支給決定

対象件数 年２４件 0 7
在宅障害者支
援の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

34 総
施設訓練等
支援に係る
事務

自立訓練、就労移行
支援、就労継続支
援、共同生活支援

障害者
義
務

68,226
適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る

Ａ 170,580 7
在宅障害者支
援の充実

現状維
持

なし 維持

34
施設訓練等
支援に係る
事務

共同生活援助
（グループ
ホーム）に係
る支給決定

対象件数
年２１０
件

年９５件 4,620

共同生活援助
（グループ
ホーム）に係
る支給決定

対象件数
年１２０
件

9,060 7
在宅障害者支
援の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

34
施設訓練等
支援に係る
事務

就労移行支援
に係る支給決
定

対象件数 年８０件
年１３２
件

17,289
就労移行支援
に係る支給決
定

対象件数
年２４０
件

36,240 7
在宅障害者支
援の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

34
施設訓練等
支援に係る
事務

就労継続支援
に係る支給決
定

対象件数
年４００
件

年４０６
件

34,462
就労継続支援
に係る支給決
定

対象件数
年１２０
０件

98,640 7
在宅障害者支
援の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

34
施設訓練等
支援に係る
事務

自立訓練に係
る支給決定

対象件数 年２４件
年１１１
件

11,855
自立訓練に係
る支給決定

対象件数
年２４０
件

26,640 7
在宅障害者支
援の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

35 総
自立支援医
療に係る事
務

障害程度の除去、ま
たは軽減されること
目的とした医療

障害者
義
務

75,299
適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る

Ａ 78,000 7
在宅障害者支
援の充実

現状維
持

なし 維持

35
自立支援医
療に係る事
務

自立支援医療
費に関する支
給決定

費用の支払回
数

年１２回 年１２回 75,299
自立支援医療
費に関する支
給決定

費用の支払回
数

年１２回 78,000 7
在宅障害者支
援の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

36 総
補装具給付
費に係る事
務

身体障害（児）者の
機能を補完又は代替
えするものを給付す
る

身体障
害

（児）
者

義
務

35,057
目標とした期限まで
に事務を行い成果が
あがっている。

Ａ 40,000 7
在宅障害者支
援の充実

現状維
持

なし 維持

36
補装具給付
費に係る事
務

身体障害者の
補装具（交
付、又は修
理）に関する
支給決定

費用の支払回
数

年３００
件

年２９３
件

22,401

身体障害者の
補装具（交
付、又は修
理）に関する
支給決定

費用の支払回
数

年３００
件

22,300 7
在宅障害者支
援の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

36
補装具給付
費に係る事
務

身体障害児の
補装具（交
付、又は修
理）に関する
支給決定

費用の支払回
数

年２５０
件

年１１３
件

12,656

身体障害児の
補装具（交
付、又は修
理）に関する
支給決定

費用の支払回
数

年２５０
件

17,700 7
在宅障害者支
援の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持
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障害福祉課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

障害福祉課

事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

37 総
コミュニ
ケーション
支援事業

聴覚障害者の支援
聴覚障
害者

義
務

2,893
適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る

Ａ 4,544 7
在宅障害者支
援の充実

現状維
持

なし 維持

37
コミュニ
ケーション
支援事業

手話通訳者、
要約筆記者の
派遣

派遣回数
年５６０
回

年４２９
回

1,805
手話通訳者、
要約筆記者の
派遣

派遣回数
年５３０
回

2,504 7
在宅障害者支
援の充実

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

37
コミュニ
ケーション
支援事業

手話通訳者の
窓口配備

窓口配備日数
年２５５
日

年２５９
日

1,088
手話通訳者の
窓口配備

窓口配備日数
年２５５
日

2,040 7
在宅障害者支
援の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

38 総
成年後見制
度利用支援
事業

成年後見制度を利用
する必要があると認
められるにも関わら
ず、経済的理由など
で制度を利用できな
い場合の支援

知的障
害者・
精神障
害者

義
務

8

市民ニーズはあり、
制度の積極的な周知
により今後、成果が
見込める

Ｂ 2,322 5
成年後見制度
利用支援事業

現状維
持

なし 維持

38
成年後見制
度利用支援
事業

成年後見制度
における市長
申立に係る事
務

家庭裁判所へ
の申請手続件
数

年４件 年１件 8

成年後見制度
における市長
申立に係る事
務

家庭裁判所へ
の申立件数

年６件 666 5
成年後見制度
利用支援事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

38
成年後見制
度利用支援
事業

成年後見制度
における利用
支援

後見人依頼件
数

年４８件 ０件 0
成年後見制度
における利用
支援

後見人依頼件
数

年６件 1,656 5
成年後見制度
利用支援事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

39 総
成年後見支
援センター
の運営

知的障害、精神障害
等により判断能力が
不十分な方の支援の
ための相談窓口の設
置

知的障
害者・
精神障
害者

政
策

適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

39
成年後見支
援センター
の運営

成年後見支援
センターの運
営

設置数 １箇所 １箇所
不
可

必
要

不
可

済 無 有り 22

予算は高齢福祉介護
課にて計上。協働か
ら委託への変更を検
討。

維持

40 総
障害者自立
支援協議会
の運営

関係機関とのネット
ワークの構築、社会
資源の活用、課題の
整理、新たな資源の
開発、改善を目指
す。

障害福
祉関係

者

義
務

107

市民ニーズはあり、
制度の積極的な周知
により今後、成果が
見込める

Ｂ 470 2
自立支援協議
会の運営

拡大 なし 維持

40
障害者自立
支援協議会
の運営

自立支援協議
会に係る事務

地域自立支援
協議会委員謝
礼、研修会講
師謝礼

年２回 年４回 107
自立支援協議
会に係る事務

地域自立支援
協議会委員謝
礼、研修会開
催回数

年７回 450 2
自立支援協議
会の運営

不
可

必
要

済 済 無 なし 維持

40
障害者自立
支援協議会
の運営

自立支援協議
会に係る事務

地域自立支援
協議会資料の
作成

年４０回 年４０回 0
自立支援協議
会に係る事務

地域自立支援
協議会資料の
作成

年４０回 20 2
自立支援協議
会の運営

不
可

必
要

済 済 無 なし 維持

41 総

地域活動支
援センター
及び相談・
生活支援事
業

市町村が主体となっ
て行なう地域生活支
援事業

障害者
義
務

63,442
適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る

Ａ 130,050 6
地域作業所へ
の支援

拡大 なし
増
や
す

41

地域活動支
援センター
及び相談・
生活支援事
業

地域活動支援
センターに係
る事務

委託料の支払
件数

年３件 年３件 22,989
地域活動支援
センターに係
る事務

委託料の支払
件数

年６件 85,900 6
地域作業所へ
の支援

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
増
や
す

41

地域活動支
援センター
及び相談・
生活支援事
業

障害者への相
談事業の実施
（相談支援）

委託料の支払
件数

年３件 年３件 35,629
障害者への相
談事業の実施
（相談支援）

委託料の支払
件数

年３件 37,910
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

41

地域活動支
援センター
及び相談・
生活支援事
業

生活支援事業
委託料の支払
件数

年３件 年３件 4,824 生活支援事業
委託料の支払
件数

年３件 6,240
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

42 総
茅ヶ崎市ふ
れあい交流
会の開催

障害者の社会参加支
援のため茅ヶ崎市ふ
れあい交流会を委託
により実施

障害者
とその
家族

政
策

1,293
適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る

Ａ 1,360 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持
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③
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③
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おける課の重点事業
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②
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営
の

必
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②
ニ
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当該事務事業
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①
人
件
費
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事
業
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総
括
フ
ラ
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事務事業名
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事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値
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活動
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当該事務事業
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事務事業

実施計画
事業名
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決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

42
茅ヶ崎市ふ
れあい交流
会の開催

茅ヶ崎市ふれ
あい交流会の
開催
（委託）

開催時期

平成２０
年６月、
９月及び
１０月

平成２０
年６月、
９月及び
１０月

1,293

茅ヶ崎市ふれ
あい交流会の
開催
（委託）

開催時期

平成２１
年６月、
９月及び
１０月

1,360
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

43 総
市障害者運
動会に係る
事務

障害者の社会参加支
援

対象者
政
策

254
毎年委託し、障害者
の社会参加として、
成果が出ている。

Ａ 254 未 高 高 高
現状維

持
なし

43
市障害者運
動会に係る
事務

市障害者運動
会の開催（委
託）

開催時期
平成２０
年１０月

平成２０
年１０月

254

社会参加促進
事業
スポーツ教室
等開催

委託契約締結 １回 254
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

43
市障害者運
動会に係る
事務

運動会開催・
運営協力

運動会開催・
運営協力

１回 １回
運動会開催・
運営協力

運動会開催・
運営協力

１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

44 総
訪問入浴
サービスに
係る事務

在宅重度障害者の日
常生活支援

在宅重
度障害

者

義
務

6,093
適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る

Ａ 8,640 7
在宅障害者支
援の充実

現状維
持

なし 維持

44
訪問入浴
サービスに
係る事務

訪問入浴サー
ビスの事業委
託に係る事務

事業費の支払
回数

年１２回 年１２回 6,093
訪問入浴サー
ビスの事業に
係る事務

事業費の支払
回数

年１２回 8,640 7
在宅障害者支
援の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

45 総

移動支援事
業（ハン
ディキャブ
運行事業）

在宅重度障害者の社
会参加と生活圏拡大

在宅重
度障害

者

義
務

434
適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る

Ａ 570
現状維

持
なし 維持

45

移動支援事
業（ハン
ディキャブ
運行事業）

リフト付き乗
用車の運行に
係る事務

委託料の支払
回数

年２回 年１回 434
リフト付き乗
用車の運行に
係る事務

委託料の支払
回数

年１回 570
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

46 総
自家用車改
造経費等助
成事業

身体障害者の社会参
加と生活圏拡大

身体障
害者

政
策

376
障害者の社会参加と
生活圏の拡大として
成果が出ている。

Ａ 400 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

46
自家用車改
造経費等助
成事業

自家用車の改
造経費の助成

助成件数 年２件 年１件 100
自家用車の改
造経費の助成

助成件数 年２件 200
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

46
自家用車改
造経費等助
成事業

運転免許教習
費用の助成

助成件数 年２件 年３件 276
運転免許教習
費用の助成

助成件数 年２件 200
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

47 総
更生訓練費
に係る事務

身体障害者更生援護
施設入所者等の更生
訓練

身体障
害者の
施設入
所者

義
務

830
適切な事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 1,482
現状維

持
なし

47
更生訓練費
に係る事務

身体障害者へ
の更生訓練費
の支払

対象件数
年２２８
件

年１６０
件

830
身体障害者へ
の更生訓練費
の支払

対象件数
年２２８
件

1,482
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

48 総
日常生活用
具給付事業

身体障害（児）者の
日常生活支援、日常
生活用具の給付や住
宅設備改造の助成

身体障
害者

義
務

3,807
適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る

Ａ 43,915 7
在宅障害者支
援の充実

現状維
持

なし 維持

48
日常生活用
具給付事業

重度身体障害
（児）者への
日常生活用具
の給付

給付件数
年3742
件

年3907
件

3,807

重度身体障害
（児）者への
日常生活用具
の給付

給付件数
年3630
件

43,915 7
在宅障害者支
援の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

49 総
移動・日中
支援事業

障害（児）者の日常
生活の支援

障害者
義
務

　 　 104,386
適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る

Ａ 　 　 123,180 7
在宅障害者支
援の充実

現状維
持

なし



業務棚卸評価シート（平成２１年度版） 11/17

第４次 第５次

1,522,691 1,522,691 2,161,785 2,161,785

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

障害福祉課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

障害福祉課

事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
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21年度業務計画に
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営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ
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（合計）
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総
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活動
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実施計画
事業名
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49
移動・日中
支援事業

移動支援に関
する支給決定

対象件数
年3120
件

年2835
件

72,053
移動支援に関
する支給決定

対象件数
年3120
件

79,260 7
在宅障害者支
援の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし

49
移動・日中
支援事業

日中一時支援
に関する支給
決定

対象件数
年1980
件

年1792
件

32,333
日中一時支援
に関する支給
決定

対象件数
年1980
件

43,920 7
在宅障害者支
援の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし

50 総
サービス利
用計画に係
る事務

障害福祉サービスの
ためのケアプラン作
成

障害者
義
務

0

民間活力の活用等の
事業手法の改善によ
り今後成果が見込め
る。

Ｂ 306 7
在宅障害者支
援の充実

拡大 なし
増
や
す

50
サービス利
用計画に係
る事務

ケアプランの
作成及びケア
マネジメント

ケアプラン作
成件数

年６０件 年０件 0
ケアプランの
作成及びケア
マネジメント

ケアプラン作
成件数

年３６件 306 7
在宅障害者支
援の充実

不
可

必
要

済 済 無 なし 21

国の施策の方向性と
してもケアマネジメ
ントの必要性は増加
しており事業の拡大
が見込まれる。

増
や
す

51 総

特定障害者
特別給付
（補足給
付）に係る
事務

特定入所サービスで
の特定費用の負担が
生活保護の対象とな
らないように負担軽
減を図る。

障害者
義
務

28,938
適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る

Ａ 35,666
現状維

持
なし 維持

51

特定障害者
特別給付
（補足給
付）に係る
事務

障害者の補足
給付に関する
支給決定

対象者数
年１６０
人

年１５４
人

28,938
障害者の補足
給付に関する
支給決定

対象者数
年１６０
人

35,666
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

52 総

高額障害福
祉サービス
費に係る事
務

同一世帯内に障害福
祉サービスを利用す
る者が複数居る場合
の世帯負担の軽減

障害者
世帯

義
務

0
２１年度支払い実施
のための検証期間 Ｚ 3,985

現状維
持

なし 維持

52

高額障害福
祉サービス
費に係る事
務

高額障害福祉
サービス費に
関する支給決
定及び関連事
務

対象者数 年１５人 年０人 0

高額障害福祉
サービス費に
関する支給決
定及び関連事
務

対象者数 年１５人 3,985
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

53 総
事業運営円
滑化事業

法律施行に伴う激変
緩和や経過的な支援
を行う

障害者
及び施

設

義
務

10,522
適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る

Ａ 13,200
現状維

持
なし 維持

53
事業運営円
滑化事業

給付費等の支
払

対象事業所数
年５事業
所

年１４事
業所

10,522
給付費等の支
払

対象事業所数
年５事業
所

13,200
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

54 総
通所サービ
ス利用促進
事業

法律施行に伴う激変
緩和や経過的な支援
を行う

障害者
及び施

設

義
務

12,000
適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る

Ａ 12,000
現状維

持
なし 維持

54
通所サービ
ス利用促進
事業

給付費等の支
払

対象事業所数
年４事業
所

年４事業
所

12,000
給付費等の支
払

対象事業所数
年４事業
所

12,000
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

54
通所サービ
ス利用促進
事業

給付費等の支
払
（市外）

対象事業所数
年４事業
所

年０事業
所

0

55 総
進行性筋萎
縮症者療養
等給付事業

法律施行に伴う激変
緩和や経過的な支援
を行う

障害者
及び施

設

義
務

67
適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る

Ａ 68
現状維

持
なし 維持

55
進行性筋萎
縮症者療養
等給付事業

給付費等の支
払

支払回数 年１２回 年１回 67
給付費等の支
払

支払回数 年１２回 68
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

56 総
障害者庁内
雇用促進事
業

障害者の庁内職場体
験

障害者
及び支
援者

政
策

就労支援の
充実

100

市民ニーズはあり、
制度の積極的な周知
により、今後成果が
見込める。

Ｂ 600 1
障害者の就労
支援の充実

未 高 高 高 拡大 有り 維持
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事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

障害福祉課

改善
時期
（年
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予
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の
方
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性
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継
続
性

障害福祉課

事業の改善提案
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協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額
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当該事務事業
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事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

56
障害者庁内
雇用促進事
業

障害者の支援
者の報酬の支
払い

支払回数 年２０回 年４回 100
障害者の支援
者の報酬の支
払い

支払回数 年６回 600 1
障害者の就労
支援の充実

可
必
要

可 可 有 有り 22

21年度の事業実施
状況により今後の方
向性等、関係各課と
協議し評価、検討す
る必要がある。

維持

57 総
空店舗活用
事業

空店舗を活用して障
害者の雇用の創出

障害者
及び支
援者

政
策

店舗活用型
就労支援事
業

空店舗がなかったた
め未着手。 Ｚ 1

障害者の就労
支援の充実

未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

57
空店舗活用
事業

空店舗活用の
検討

空店舗数 １カ所 対象なし
空店舗活用の
検討

空店舗数 １カ所 1
障害者の就労
支援の充実

可
必
要

可 可 有 有り 22

21年度の事業実施
状況により今後の方
向性等視野にいれ評
価、検討する必要が
ある。

維持

58 総
障害者就労
訓練費

障害者の雇用の促進
と就労の定着のため
の就労訓練費

事業者
政
策

就労支援の
充実

938 1
障害者の就労
支援の充実

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

58
障害者就労
訓練費

就労訓練の支
援

就労訓練者数 １０人 938 1
障害者の就労
支援の充実

可
必
要

不
可

不
可

有 なし

24
以
降

21年度の事業実施
状況により今後の方
向性等、民間活用等
も視野にいれ評価、
検討する必要があ
る。

維持

59 総
ＳＯＳネッ
トワーク事
業

障害児（者）が行方
不明になった時の早
期発見、本人の安
全、家族の安心を支
えるシステム

障害者
及び家

族

政
策

20
目標とした期限まで
に事務を行い、成果
がでている。

Ａ 495 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

59
ＳＯＳネッ
トワーク事
業

ＳＯＳネット
ワーク事業委
託

委託契約数 １箇所 １箇所 20
ＳＯＳネット
ワーク事業委
託

委託契約数 １箇所 425
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

59
ＳＯＳネッ
トワーク事
業

ＰＲ用パンフ
レット作成

作成回数 １回 なし 0
ＰＲ用パンフ
レット作成

作成回数 １回 20 可
必
要

不
可

不
可

無 なし 再任用の活用 維持

59
ＳＯＳネッ
トワーク事
業

一時保護（短
期入所）

利用回数 ５日 50
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

60 総

障害者住宅
設備改良費
の補助に係
る事務

在宅障害者の住宅設
備改修の補助

在宅障
害者で
住宅設
備改修
する者

政
策

障害者地域
生活推進事
業

障害者地域
生活推進事
業

2,447
適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る

Ａ 3,750 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

60

障害者住宅
設備改良費
の補助に係
る事務

在宅障害者の
住宅設備改修
の補助

補助件数 年１５件 年１１件 2,447
在宅障害者の
住宅設備改修
の補助

補助件数 年１５件 3,750
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

61 総
障害者団体
バス助成事
業

障害者団体の社会活
動参加支援

市内障
害者団

体

政
策

障害者地域
生活推進事
業

障害者地域
生活推進事
業

0
制度が未整備のため
成果が出なかった。 Ｃ 1,000 7

在宅障害者支
援の充実

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

61
障害者団体
バス助成事
業

障害者団体の
社会活動参加
及びレクリ
エーション活
動に係る支援
バス賃借料へ
の補助

補助金の支払
回数

年４８回 0 0

障害者団体の
社会活動参加
及びレクリ
エーション活
動に係る支援
バス賃借料へ
の補助

補助金の支払
回数

年３０回 1,000 7
在宅障害者支
援の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

62 総
単独型短期
入所支援事
業

単独型短期入所の利
用支援

施設入
所者

政
策

障害者地域
生活推進事
業

障害者地域
生活推進事
業

3,482
適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る

Ａ 3,520 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

62
単独型短期
入所支援事
業

単独型短期入
所利用支援事
業の実施

延利用日数
１０００
日

１００６
日

3,482
単独型短期入
所利用支援事
業の実施

延利用日数
１１００
日

3,520
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持
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活動量・サービス量の達成状況

63 総

グループ
ホーム・ケ
アホーム設
置促進事業

グループホーム・ケ
アホーム設置事業者
への支援

設置事
業者

政
策

障害者地域
生活推進事
業

障害者地域
生活推進事
業

4,287
適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る

Ａ 6,000 9
障害者地域生
活推進事業

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

63

グループ
ホーム・ケ
アホーム設
置促進事業

グループホー
ム・ケアホー
ム設置事業者
への補助（設
備）

補助金の支払
回数

年２回 年１回 1,084

グループホー
ム・ケアホー
ム設置事業者
への補助（設
備）

補助金の支払
回数

年１回 5,000 9
障害者地域生
活推進事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

63

グループ
ホーム・ケ
アホーム設
置促進事業

グループホー
ム・ケアホー
ム設置事業者
への補助（備
品）

補助金の支払
回数

年２回 年４回 3,203

グループホー
ム・ケアホー
ム設置事業者
への補助（備
品）

補助金の支払
回数

年１回 1,000 9
障害者地域生
活推進事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

64 総

グループ
ホーム等利
用者地域支
援事業

グループホーム等へ
の移行者支援

グルー
プホー
ムへの
移行者

政
策

障害者地域
生活推進事
業

障害者地域
生活推進事
業

6,438
適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る

Ａ 11,040 9
障害者地域生
活推進事業

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

64

グループ
ホーム等利
用者地域支
援事業

グループホー
ム・ケアホー
ムへの移行者
への家賃補助

補助金の支払
回数

年１２回 年１２回 335

グループホー
ム・ケアホー
ムへの移行者
への家賃補助

補助金の支払
回数

年１２回 1,440 9
障害者地域生
活推進事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

64

グループ
ホーム等利
用者地域支
援事業

グループホー
ム・ケアホー
ム利用者への
家賃助成

補助金の支払
回数

年１２回 年１回 6,103

グループホー
ム・ケアホー
ム利用者への
家賃助成

補助金の支払
回数

年１２回 9,600 9
障害者地域生
活推進事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

65 総
地域交流支
援事業

地域交流等支援事業
地域交
流活動
団体

政
策

障害者地域
生活推進事
業

障害者地域
生活推進事
業

842
適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る

Ａ 1,000 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

65
地域交流支
援事業

地域交流支援
事業を行う事
業所への補助

施設数 １箇所 ２箇所 842
地域交流支援
事業を行う事
業所への補助

施設数 １箇所 1,000
不
可

必
要

済 済 無 なし 維持

66 総
地域防災拠
点事業

地域防災拠点事業
地域交
流活動
団体

政
策

地域防災拠
点事業

障害者地域
生活推進事
業

1,578
適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る

Ａ 1,800 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

66
地域防災拠
点事業

地域防災拠点
事業を行う事
業者への補助

施設数 ２箇所 ２箇所 1,578
地域防災拠点
事業を行う事
業者への補助

施設数 ２箇所 1,800
不
可

必
要

可
不
可

無 なし 維持

67 総
就労等基盤
整備推進事
業

0
制度が未整備のため
事業実施に至らな
かった。

Ｚ 536 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

67
就労等基盤
整備推進事
業

就労等基盤整
備推進事業を
行う事業所へ
の補助

対象人数 ３人 ０件 0

就労等基盤整
備推進事業を
行う事業所へ
の補助

対象人数 ２人 536
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

68 総

重度障害者
へのタク
シー利用の
助成

障害者の社会参加、
生活圏の拡大を図
る。

在宅重
度障害

者

政
策

47,206
適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る

Ａ 51,120 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

68

重度障害者
へのタク
シー利用の
助成

タクシーの基
本料金の支払

支払回数 年１２回 年１２回 47,206
タクシーの基
本料金の支払

支払回数 年１２回 51,120
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

68

重度障害者
へのタク
シー利用の
助成

タクシー券の
交付

交付冊数
年2500
冊

年2152
冊

タクシー券の
交付

交付冊数
年2500
冊

可
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし



業務棚卸評価シート（平成２１年度版） 14/17

第４次 第５次

1,522,691 1,522,691 2,161,785 2,161,785

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

障害福祉課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

障害福祉課

事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）
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69 総
身体障害者
への自動車
燃料の助成

障害者の社会参加、
生活圏の拡大を図
る。

在宅重
度障害
者で自
家用車
を運転
する者

政
策

1,912
適切な事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 2,976 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

69
身体障害者
への自動車
燃料の助成

使用した自動
車燃料費の精
算に係る事務

支払時期

平成２０
年７月及
び２１年
１月

平成２０
年７月及
び２１年
１月

1,912
使用した自動
車燃料費の精
算に係る事務

支払時期

平成２１
年７月及
び２２年
１月

2,976
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

70 総
障害者通所
交通費の助
成

障害者の通所支援

障害者
で施設
に通所
してい
る者

政
策

19,434
適切な事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 20,000 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

70
障害者通所
交通費の助
成

通所実績に応
じた交通費の
支払

支払回数 年４回 年４回 19,434
通所実績に応
じた交通費の
支払

支払回数 年４回 20,000
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

71 総

重症心身障
害児者通所
加算に係る
事務

重症心身障害児者を
受け入れる施設の支
援

障害者
施設

政
策

1,260
適切な事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 4,200 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

71

重症心身障
害児者通所
加算に係る
事務

特別加算の助
成

助成回数 年２回 年２回 1,260
特別加算の助
成

助成回数 年２回 4,200
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

72 総
生きがい会
館の管理

生きがい会館の施設
管理

生きが
い会館
利用者

施
管

3,530
適切な事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 4,067 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

72
生きがい会
館の管理

施設管理消耗
品の購入及び
取付交換

購入回数 年２回 年１回 14
施設管理消耗
品の購入及び
取付交換

購入回数 年２回 57
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

72
生きがい会
館の管理

施設管理に要
する光熱水費
の支払

支払回数 年１２回 年１２回 2,059
施設管理に要
する光熱水費
の支払

支払回数 年１２回 2,148
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

72
生きがい会
館の管理

施設維持のた
めの修繕

修繕回数 年２回 年４回 131
施設維持のた
めの修繕

修繕回数 年２回 500
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

72
生きがい会
館の管理

施設管理に関
する各委託業
務に係る支払
（７業務）

支払回数 年１２回 年１２回 1,326

施設管理に関
する各委託業
務に係る支払
（７業務）

支払回数 年１２回 1,362
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

73 総
災害時要援
護者支援制
度

災害時要援護者支援
制度の整備

障害者
政
策

1,541
適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る

Ａ 410 8
災害時要援護
者支援瀬制度
の充実

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

73
災害時要援
護者支援制
度

新規登録案内
通知等の発送

発送数
年3500
通

年1782
通

153
新規登録案内
通知等の発送

発送数
年3000
通

370 8
災害時要援護
者支援制度の
充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

73
災害時要援
護者支援制
度

災害時要援護
者支援システ
ムの委託

委託契約の回
数

年１回 年１回 1,388

73
災害時要援
護者支援制
度

地域支援者等
研修会の開催

開催回数 年２回 40 8
災害時要援護
者支援制度の
充実

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持
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74 総

身体障害者
手帳の交付
に関する事
業

身体障害者手帳の交
付に関する事業

身体障
害者手
帳所持
者他

義
務

適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

74

身体障害者
手帳の交付
に関する事
業

身体障害者手
帳に関する事
業全般

身体障害者手
帳の交付件数

年1500
件

年5713
件
（新規
466件）

身体障害者手
帳に関する事
業全般

身体障害者手
帳の交付件数

年6000
件

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

75 総
療育手帳の
交付に関す
る事業

療育手帳の交付に関
する事業

療育手
帳所持
者他

義
務

適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

75
療育手帳の
交付に関す
る事業

療育手帳の交
付に関する事
業全般

療育手帳の交
付件数

年６００
件

年８７３
件（新規
４５件

療育手帳の交
付に関する事
業全般

療育手帳の交
付件数

年９００
件

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

76 総

精神障害者
保健福祉手
帳の交付に
関する事業

精神障害者保健福祉
手帳の交付に関する
事業

精神障
害者保
健福祉
手帳所
持者他

義
務

適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

76

精神障害者
保健福祉手
帳の交付に
関する事業

精神障害者保
健福祉手帳の
交付に関する
事業全般

精神障害者保
健福祉手帳の
交付件数

年５００
件

年８３４
件

精神障害者保
健福祉手帳の
交付に関する
事業全般

精神障害者保
健福祉手帳の
交付件数

年９００
件

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

77 総

自立支援医
療受給者証
の交付に関
する事業

自立支援医療受給者
証の交付に関する事
業

精神障
害者保
健福祉
手帳所
持者他

義
務

適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

77

自立支援医
療受給者証
の交付に関
する事業

自立支援医療
受給者証の交
付に関する事
業全般

自立支援医療
受給者証の交
付件数

年1700
件

年2141
件

自立支援医療
受給者証の交
付に関する事
業全般

自立支援医療
受給者証の交
付件数

年2200
件

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

78 総

神奈川県在
宅重度障害
者等手当の
支給

神奈川県在宅重度障
害者等手当の支給に
関すること

手当支
給対象

者

義
務

適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

78

神奈川県在
宅重度障害
者等手当の
支給

神奈川県在宅
重度障害者等
手当の支給に
関すること全
般

支給件数
年4000
件

年3520
件

神奈川県在宅
重度障害者等
手当の支給に
関すること全
般

支給件数
年4000
件

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

79 総

心身障害者
扶養共済制
度に係る事
務

心身障害者扶養共済
制度に関すること

障害者
の保護
者他

義
務

目標とした期限まで
に事務を行い、成果
が出ている。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

79

心身障害者
扶養共済制
度に係る事
務

心身障害者扶
養共済制度に
関すること全
般

対象件数 年１５件 年８件

心身障害者扶
養共済制度に
関すること全
般

対象件数 年１５件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

80 総
巡回更生相
談に係る事
務

重度身体障害者を対
象とした巡回更生相
談に関すること

障害者
義
務

目標とした期限まで
に事務を行い、成果
がでている。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

80
巡回更生相
談に係る事
務

巡回更生相談
に関すること
全般

窓口開設日数 年１２日 年１２日
巡回更生相談
に関すること
全般

窓口開設日数 年１２日
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

81 総
バス運賃割
引証の交付

バス運賃割引証交付
重度障
害者の
介助者

義
務

適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし
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81
バス運賃割
引証の交付

バス運賃割引
証の交付

交付件数
年７００
件

年７８７
件

バス運賃割引
証の交付

交付件数
年７００
件

可
必
要

不
可

不
可

無 なし
臨時職員又は非常勤
嘱託職員の活用

予算
なし

82 総

有料道路通
行料金割引
手続に係る
事務

有料道路通行料金割
引手続き

自動車
で有料
道路を
利用す
る障害
者等

義
務

適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

82

有料道路通
行料金割引
手続に係る
事務

有料道路通行
料金割引のた
めの証明の発
行

発行件数
年1000
件

年875件

有料道路通行
料金割引のた
めの証明の発
行

発行件数
年1000
件

可
必
要

不
可

不
可

無 なし 再任用の活用
予算
なし

82

有料道路通
行料金割引
手続に係る
事務

有料道路通行
料金割引（Ｅ
ＴＣ）のため
の証明の発行

発行件数
年５００
件

年４６７
件

有料道路通行
料金割引（Ｅ
ＴＣ）のため
の証明の発行

発行件数
年５００
件

可
必
要

不
可

不
可

無 なし 再任用の活用
予算
なし

83 総
ＮＨＫ受信
料減免証明
の交付

ＮＨＫ受信料減免証
明交付

収入の
少ない
障害者

等

義
務

適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

83
ＮＨＫ受信
料減免証明
の交付

ＮＨＫ受信料
減免証明の交
付及び相談

交付件数
年２５０
件

年２０６
件

ＮＨＫ受信料
減免証明の交
付及び相談

交付件数
年５００
件

可
必
要

不
可

不
可

無 なし 再任用の活用
予算
なし

83

ＮＨＫ受信
料減免対象
者の現況確
認

ＮＨＫ受信料
減免対象者の
現況確認

確認件数
年1000
件

可
必
要

不
可

不
可

無 なし 再任用の活用
予算
なし

84 総
水道料金減
免対象者現
況確認

水道料金減免対象者
現況確認

障害者
義
務

現状維
持

なし
予算
なし

84
水道料金減
免対象者現
況確認

水道料金減免
対象者現況確
認

確認件数
年５００
件

可
必
要

不
可

不
可

無 なし 再任用の活用
予算
なし

85 総
障害者職業
相談

障害者の就労支援 障害者
義
務

適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る。

Ａ 1
障害者の就労
支援の充実

現状維
持

なし
予算
なし

85
障害者職業
相談

職業相談会の
開催

開催回数 年１２回 年１２回
職業相談会の
開催

開催回数 年１２回 1
障害者の就労
支援の充実

済
不
要

済 可 無 なし
予算
なし

86 総
ふれあい作
品展の実施

地域作業所等の活動
成果の展示と販売

障害者
政
策

適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

86
ふれあい作
品展の実施

ふれあい作品
展の実施に向
けた支援

作品展の実施
回数

年２回 年２回
ふれあい作品
展の実施に向
けた支援

作品展の実施
回数

年２回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

87 総
宅配給食
サービスに
係る事務

障害者の日常生活支
援

単身の
障害者

政
策

市民ニーズはあり、
制度の積極的な周知
により、今後成果が
見込める。

Ｂ 未 低 高 低
現状維

持
なし

予算
なし

87
宅配給食
サービスに
係る事務

有料での宅配
給食サービス
の実施

対象者数 月１２人 なし
有料での宅配
給食サービス
の実施

対象者数 月１２人 可
不
要

済 可 無 なし

価格や食数について
障害者のニーズに合
わないため制度の必
要性について再検討
の必要がある。

予算
なし

88 総
障害者団体
に関する事
務

障害者団体との協議
や連絡に関すること
全般

障害者
団体等

政
策

適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし
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第４次 第５次

1,522,691 1,522,691 2,161,785 2,161,785

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

障害福祉課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

障害福祉課

事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

88
障害者団体
に関する事
務

障害者団体と
の協議や連絡
に関すること
全般

適切に連絡等
を行った割合

１００％ １００％

障害者団体と
の協議や連絡
に関すること
全般

適切に連絡等
を行った割合

１００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

89 総
障害者支援
施設助成事
業

障害者支援施設の建
設費の助成

社会福
祉法人

等

政
策

障害者支援
施設助成事
業

相談はなかった。 Ｚ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

89
障害者支援
施設助成事
業

施設建設に対
し建設費の助
成・相談

相談件数 年１件 対象なし
施設建設に対
し建設費の助
成・相談

相談件数 年１件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

90 総
国庫負担
金・補助金
事務

国庫負担金・補助金
申請・報告

国
義
務

適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

90
国庫負担
金・補助金
事務

国に対し負担
金・補助金の
申請・報告

件数 年４件 年４件
国に対し負担
金・補助金の
申請・報告

件数 年４件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

91 総
県負担金・
補助金事務

県負担金・補助金申
請・報告

県
義
務

適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

91
県負担金・
補助金事務

県に対し負担
金・補助金の
申請・報告

件数 年５件 年５件
県対し負担
金・補助金の
申請・報告

件数 年５件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし


